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失われた20年の日本の財政政策と税制＊

祝　迫　得　夫

　2008年以降の世界金融・経済危機を経て，極端な財政緊縮主義（austerity）を見直す動きが世界的

に見ても本格化しており，深刻な経済危機への対応としての財政出動の有効性については肯定的な評

価がなされるようになっている．そのような評価の大きな転換を踏まえ，本稿では1990年代以降の
「失われた20年」における日本の財政政策と税制の変遷を振り返る．第1に，近年の日本における財

政支出・政府投資の内容を精査して行くと，所得再分配の手段としての機能がより高まっており，結

果として政府投資は非効率化し，景気刺激策としての有効性が低下したことが指摘される．第2に，

1990年代中盤の税制の構造転換により所得税体系がフラット化し，同時に税収に占める割合が直接
税から間接税へと大きくシフトした結果，税収全体の変動は小さくなり，経済成長率との相関も低下

したことを示唆する実証結果が示される．したがって1990年代前後に財政のビルトインスタビライ

ザー機能が低下した可能性が高く，「失われた20年間」における日本のマクロ財政政策の効果を的確

に評価しようとするならば，この点を考慮に入れて分析を行う必要がある．ルールとしての財政再建

路線は堅持されるべきであるが，その一方で財政政策を発動する必要があるのはどのようなタイミン

グか，その場合にどのような財政支出項目を優先すべきかついて，「失われた20年」の出来事をいま

一度注意深く検討する必要がある．
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　　　　　　　　1．はじめに　　　　妨が・特に強固｝こ残・ていたことが指搬れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る．これは，1980年代後半から2000年代中盤

　1990年代以降の「失われた20年」における　　にかけての時期においては日本に限定された状

日本の財政政策は，金融政策ほどではないにせ　　況であり，他の欧米の先進国における経済政策

よ様々な政策論議の対象となってきた．1990　　思想の本流との対比では，異端だったと言って

年代後半以降の日本の財政状態は加速度的に悪　　　も言い過ぎではない．この時期の欧州諸国は，

化し，その過程では財政支出の効率化と財政再　　EU統合を目指して財政の健全性を非常に重要

建の必要性が盛んに強調されてきた．その一方　　視していた、米国においても，ボルカーデフレ

でマクロ政策運営の視点からは，不十分でタイ　　ーション以降の，いわゆるグレート・モデレー

ミングの悪い財政運営策に対する批判が多くあ　　ションについての認識が広がっていく過程にあ

ったことも事実である．その顕著な例は1997　　り，金融政策による「微調整丘ne　tuning」の意

年4月の消費税率の引き上げであり，当時の政　　義が強調され，大掛かりな財政出動を必要とす

府・大蔵省が財政再建路線への転換を急ぎ過ぎ　　るような経済危機の発生は，極めて可能性の低

たことで，1990年代終わりから2000年代初頭　　い出来事として認識されている状態にあった．

にかけての景気の落ち込みを悪化させ，結果と　　　しかし，2008年のリーマン・ショックとそ

してかえって日本の財政状態の悪化を加速させ　　の後の世界金融・経済危機を経て，極端な財政

たという指摘がなされている1）・2）．　　　　　　　健全化至上主義・緊縮主義，いわゆるausteri一

　後者のような批判が根強かった重要な背景と　　tyを大きく見直す動きが欧米の学界において

して，日本においては，ケインジアン的な積極　　も出てきており，少なくとも深刻な経済危機へ

財政政策による景気刺激が有効であるという考　　の対応としての財政出動の有効性については，
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肯定的な再評価がなされている（Hall　2009；　のビルトインスタビライザー機能が低下してい

Auerbach　and　Gorodnichenko　2012，2013）．現　　った可能性が高い．したがって，失われた20

実経済においても，リーマン・ショック後の米　　年間における日本のマクロ財政政策の効果を的

国では，国家経済会議議長（National　Economic　　確に評価しようというのであれば，税制変更の

Council）であったサマーズ（Lawrence　H．　影響も含めた，ミクロ経済学的な分析の成果を

Summers）を中心に，それ以前と比較すれば段　　真剣に取り込んでいく必要があることが強調さ

違いに積極的な財政拡張による景気刺激策がと　　れる．

られた（Woodward　2012）．またリーマン・シ
・ック後の・ギ…のデ・・ル・を契機とし篇㌶㌶麟：る財政政策運営と

た欧州危機への対応を巡っては，英国で保守党

のキャメロン政権がとった財政緊縮策が失敗と　　2．1人口の少子高齢化の影響：議論の出発点

みなされるようになり，フランスにおいても自　　　本稿の分析の前提となるのは，過去20年間

由市場経済を標榜するサルコジから社会党のオ　　の日本の財政状況の悪化，特に2000年代に入

ランドへと政権が移った．ドイッを中心とした　　ってからの財政悪化の最大の要因は，人口高齢

欧州連合のハードコァは，いまだ財政健全化路　　化・少子化であるという理解である．確かに，

線を堅持しているが，景気刺激策としての財政　　財政支出の効率化や消費税増税は日本の財政再

政策に対する捉え方については，先進国の間で　　建にとって重要な課題ではある．しかしそれら

も大きな違いが出てきている．　　　　　　　　　は決して根本的な解決策とはなり得ず，最終的

　本稿の目的は二つある．第一に，リーマン・　　には年金改革と高齢者医療費抑制のための抜本

ショックとその後の欧州危機を経て，財政政策　　的な社会保障制度改革が絶対に必要である．

の在り方に関する経済学者・政策担当者の考え　　　図1では，日本と世界の他の地域の高齢化の

方に，パラダイムの転換とまでは行かないにせ　　進行を，国連のデータによる「従属人口指

よ，相当程度の変化が起こっていることを踏ま　　数」3）を指標として比較している．グラフから

えて，1990年代以降の日本の財政政策のあり　　明らかなように日本社会の少子高齢化は，欧州

方を，90年代中盤の重大な税制の構造転換に　　や北米の他の先進国はもちろん，アジアの周辺

も注意を払いながら，いまいちど概観する．本　　諸国と比べても非常に早いスピードで進んでい

稿の立場はausterityという言葉に象徴される，　　る．国立社会保障・人口問題研究所のデータで

リーマン・ショック以前の欧米，特にヨーロッ　　もう少し細かく数字を見ると，生産年齢人ロ

バで支配的であった極端な財政健全化至上主　　（15歳～64歳）の全人口に占める割合は1965年

義・緊縮主義に対しては批判的なポジションを　　と2000年にともに約68％を記録しており，そ

取っている．失われた20年の日本経済におい　　の間の35年は多少の増減はあるもののほとん

ては，もう少し上手いタイミングで，かつより　　ど変化していない．しかし2005年に66．1％へ

効率的に財政支出を行うことで，よりよいマク　　と2パーセンテージ・ポイント減少すると，

ロ経済政策運営が可能であったと考える．　　　　2010年には63．8％とさらに2．3パーセンテー

　第二に，過去20年の日本における財政支出　　ジ・ポイント減っており，特に2000年代に入

の景気刺激効果について議論していく中で，　　って以降，社会の高齢化が加速していることが

1990年代中盤の一連の税制改革の潜在的な影　　分かる．

響の大きさが強調される．この税制改革により，　　財政支出の数字を見ても，日本の財政状況の

所得税の累進性が大きく低下・フラット化し，　　悪化に与える少子高齢化の影響は1990年代以

税収に占める割合が直接税から間接税へと大き　　降，特に2000年代に入ってから加速度的に大

くシフトしていった結果，日本の税収の景気・　　きくなっている．政府予算全体に占める社会保

経済成長率との相関は低下し，結果として財政　　障関連の支出の割合は1980年代には17～18％
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　　　　　　　図L日本と世界の少子高齢化：従属人ロ指数1950－2010
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近辺であり，2000年にいたってもまだ19．4％　　財政の安定化のためには遠くない将来に，公的

に過ぎなかった．その後2000年代を通じてそ　　年金及び医療費の大幅な削減を伴う大規模な社

の割合は上昇し，2010年には28．7％，2013年　　会保障改革がどうしても必要である5）．

にはさらに3L4％へと跳ね上がっている．

　他のOECD諸国と同じく，日本も財政支出　　2．2　1990年代以降の日本の財政政策の変遷

の効率化・削減と増税の遅れという政治経済学　　　1980年代末のバブル経済の時期，日本の財

的に困難な問題を抱えており，「失われた20　　政状況はかなり明確に健全化の方向を向いてい

年」の間の日本の財政運営が，他の国々と比較　　た．財政状況の一般的な指標である対GDP比

して特に優れたものであった訳でもない．しか　　でみた総債務残高は，好景気とそれに伴う税収

しながら，仮に政府や日銀が1990年代初め以　　入の増加により1988年の70％から1989年の

来のマクロ経済政策運営において犯してきた過　　67％へと，過去10年間で始めて低下していた．

ちを全て避けることができていたとして，日本　　　しかしながら1990年代に入ってバブル経済

の財政状況が現在のそれよりも著しく良いもの　　が崩壊すると，日本経済は急速に減速し，いわ

になっていとは考えにくい．確かに日本も消費　　ゆる「失われた20年」の時代に突入する．当

税増税をもっと早く実施すべきであったと言う　　初，1990年代初めの景気後退は1980年代後半

議論は説得力があるように思えるかも知れない．　の資産価格バブル崩壊の余波であり，一時的な

しかしFukao（2012）やBraun　and　Joines　　ものに過ぎないと思われていた．そのような認

（2012）・Hoshi　and　Ito（2013，2014）などのシミ　　識を前提としていたため，事後的にみると，

ユレーション分析によると，たとえ日本が消費　　1990年代中盤までの政府による景気刺激策は

税率を北欧諸国並みの20％超まで引き上げた　　さほど積極的なものであったとは言えない部分

としても，政府債務の対GDP比の更なる上昇　　がある（Posen　1998）．このため1995年にピー

をくい止めるには十分ではない4）．消費税を近　　クを迎えた円高傾向が終自、して緩やかな景気回

い将来さらに10％まで引き上げるという日本　　復が始まると，当時の橋本内閣と大蔵省は，日

政府の現在の計画は，所詮は時間稼ぎに過ぎず，　本経済はすぐに以前の経済成長トレンドを回復
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するであろうという誤った推測に基づき，1997　2010年にかけて一時的ではあるが極めて深刻

年4月に消費税を3％から5％に引き上げる決　　な不況が発生する．さらに2011年3月に起こ

定を行った．　　　　　　　　　　　　　　　　った東日本大震災・福島の原発事故と，その後

　その後，不運な出来事が重なった部分がある　　の全原発の稼動停止・電力供給の不足は，リー

ことは否めないが，結果としてこの決定は大き　　マン・ショック後の不況からの脱出の糸口をつ

く裏目に出る．消費税率引き上げ直後の1997　かみつつあった日本経済にとって新たな打撃と

年夏にはアジア通貨危機が発生し，同年秋には　　なった．これらの相続いた大規模な負の外生的

国内金融危機が日本経済を襲い，消費税引き上　　ショックに対処するため，政府は2009年から

げとの相乗効果により，1998年から1999年に　　2012年にかけて大規模な財政支出増加を行い，

かけての日本経済は1970年代初めのオイルシ　　それによって日本の財政状態は大きく悪化した．

ヨック以降，最悪の不況を経験することになっ　　振り返ると，1990年代から2000年代にかけ

てしまった．これに対応するため1998年夏に　　ての日本の財政状況は，それ以前に比べて急速

発足した小渕内閣の下では，一転して大規模な　　に悪化している．IMFがまとめた過去の統計

財政刺激策が実施される．結局1997年の税率　　によると，グロスの政府債務対GDP比は1970

引き上げは，景気後退の深刻化に貢献してしま　　年にはわずか12％であり，20年後の1990年

い，かえって日本の財政状態の悪化を加速させ　　には67％へと55パーセンテージ・ポイント増

てしまった．　　　　　　　　　　　　　　　　　加している．しかし「失われた20年間」と呼

　小渕・森政権の下での財政拡張路線は，経済　　ばれるその後の20年間で150パーセンテー

が好転し始め小泉政権が発足した2001年に終　　ジ・ポイント近く上昇し，2010年には215％

わりを迎える．小泉総理は自身の経済政策の基　　に達した6）．また日本の財政状況は，他の先進

本路線をサッチャーリズムやレーガノミクスに　　諸国の状況と比較しても海外各国との比較で見

なぞらえ，日本経済の復活には財政刺激よりも　　ても相当に厳しい状況にある．同じくIMFの

構造改革が重要であることを強調した．そして　　データに基づく図2を見ると，日本の債務対

これ以降，2000年代の日本の財政運営は，基　　GDP比は海外のあらゆる国々，深刻な財政危

本的には財政再建路線をたどることになる．し　　機に直面しているユーロ圏の国々と比べても，

かし，小泉政権は2000年代前半のうちにかな　　最も急速に上昇している．またOECDが算出

りの程度まで不良債権問題をうまく解決したが，　した2013年の予想によると，日本の債務対

日本経済がバブル経済崩壊以前の1980年代ま　　GDP比は228％に達するが，他の先進国はギ

での強さを取り戻すことはついになかった．同　　リシャ189％，イタリァ143％，ポルトガル

時に，2．1節で述べたように1990年代以降，　　147％，イギリス113％，米国107％と，いず

高齢化に伴う社会保障支出の増加が加速したた　　れも日本の数字を下回っている．

め，政府債務の対GDP比は2000年代初めか

ら中盤にかけて緩やかに上昇を続けた．　　　　　2．3　1990年代以降の税制の変遷

　いざなみ景気と呼ばれた6年に渡る，しかし　　　マスコミなどにおける日本の税制に関する議

極めて緩やかな景気回復は，2008年に終わり　　論においては，1980年代末の導入以降，消費

を迎える．2007年には，既に世界景気は減速　　税は常にその議論の中心にあった．まずその歴

の様子を見せ始めていたが，2008年秋のリー　　史を簡単に振り返っておくと，間接導入の議論

マン・ショック後の世界金融・経済危機によっ　　は1970年代から存在したが，実際に消費税が

て，日本経済も深刻な不況に陥ることになる．　　導入されたのは1989年であり，税率は3％で

リーマン・ショックは直接には日本の金融機関　　あった．さらに1997年4月に，自民党の橋本

に深刻な打撃を与えなかったが，その後の輸出　　政権によって税率は5％に引き上げられた．長

需要の急激な落ち込みにより，2009年から　　引く不況のため，その後15年間は税率は据え
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　　　　　　　　　　　図2．日本および他の先進国の政府債務の対GDP比率
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　表1．日本の所得税率（国税）の推移フラットイヒ　　　　名目のタックス・ブラケットを固定したままに

日本　　　　　1975　1985　1995　2005　　　　し，実質所得に対する累進性を高めることで実

最低税率（％）　　lo　　11　　10　　10　　　　質的な増税を行っていた．これに対し1970年

最高税率（％）　　75　70　50　37　　　　代から1980年代にかけての世界の潮流は，レ
ブラケット数　　　　19　　　15　　　5　　　4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ガン政権での税制改革に象徴されるように，
米国　　　　　　　1975　1985　　1995　2005
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課税べ一スを拡大しつつ所得税をフラット化さ
最低税率（％）　　　　14　　　11　　　15　　　10

最高税率（％）　　75　50　40　35　　　　せる方向に向かっていた．したがって，1980
ブラケツト数　　　25　　14　　5　　6　　　　　年代末の時点の日本の税制は，突出して所得税

S°u「ce）別所（2010）の表2’　　　　　　　　　　　　　の累進性が高く，なおかつ直接税比率が大きく

置かれたが，民主党の野田政権によって段階的　　なっており，世界的な流れから取り残された状

な増税策（2014年に8％，2015年に10％）が提　　態にあった．

案され，2012年8月国会に提案されて承認さ　　　このような状況のもとで行われた1989年の

れる．そしてその約1年後に，自民党の安倍首　　消費税導入と1997年の税率引き上げは，共に

相が予定通り2014年4月から消費税を8％に　　家計に対する所得税の恒久的減税とセットにな

引き上げることを最終決定した．　　　　　　　　ったものであった．その意味で，2014年4月

　しかし消費税の導入とその後の税率引き上げ　　の税率引上げは，初めてになる消費税の恒久的

だけを取り上げるのは，日本の税システム全体　　な増税のみの制度変更である．特に1997年の

の変遷の記述としては十分ではない．日本にお　　税率引き上げについては，増税の側面のみが強

ける消費税導入の最大の理由は，少子高齢化を　　調されがちだが，本来は1990年代中盤に実施

念頭に直接税（所得）べ一スから間接税（消費）べ　　された税システムの大規模な改革の一部であっ

一 スに税体系を移行させ，タックスベースの拡　　たと見倣すべき制度変更である．1989年の消

大を図ることであった．同時にIshi（2001）や　　費税の導入以後，1993年から1995年にかけて

Asako，　Ito　and　Sakamoto（1991）で分析されてい　　一連の所得税減税が実施されたが，これは恒久

るように，1970年代の第一次石油ショック後　　減税と一時的な減税が入り交じった複雑なプロ

の赤字国債の大量発行を受けて，大蔵省（当時）　　セスであった．別所（2010）に基づく表1に示さ

は財政再建のために1970年代後半から1980年　　れているように，1985年から1995年の10年

代を通じて，インフレが進行する下で所得税の　　間に我が国の所得税の最大税率は70％から
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50％へ削減され，所得ブラケットの数は15か　　一バリゼーションの進行により日本の家計は安

ら5に減少した．跡田ら（1999）の推計では，こ　　い輸出財に対する支出を増やしており，乗数効

れらの税制変更に伴い日本の家計の平均所得税　　果の海外への「漏れ」が大きくなっているとい

率は1990年の9．2％から1996年の79％へと　　う指摘もある．これらの要因により，財政支出

低下した．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の増加が消費需要を喚起する力が弱くなってお

　以上のような，1990年代前半に恒久的な所　　　り，その結果，財政乗数が低下している可能性

得税減税と税率のフラット化は，1997年の消　　が存在する．前者の家計が支出増に慎重になっ

費税率の引き上げに先駆けて実施されていたと　　ているという議論は，1990年代の状況の説明

考えるべきである．しかし1990年代初めの資　　にはなり得るが，家計貯蓄率が大きく低下した

産バブル崩壊後の不況により，所得税減税とセ　　2000年代に入ってからの説明としては苦しい．

ットで予定されていた消費税増税は延期される　　一方，輸入及び輸出の合計額として算出した国

ことになった．したがって大蔵省及び自民党政　　際貿易の対GDP比は，この20年間増加し続

権にとって，先行した税収の落ち込みを相殺す　　けている7）．したがって後者の議論については，

るための消費税増税は必須の課題であったこと　　その量的重要性は不明確であるものの，ある程

は十分に理解できる．　　　　　　　　　　　　　　度妥当性があり，今後より厳密な検証が行われ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るべきであろう．
3．「失われた20年」の間の裁量的財政政策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財政刺激策の非有効性に関するより有力な説

3．1なぜ財政による景気刺激策は効果が薄か　　明は，不況の際の財政出動の際のタイミングの

　　ったのか？　　　　　　　　　　　　　　　問題である．一般論として，金融政策と比較す

　1990年代から2000年代にかけて実施された　　ると財政支出の効果が現れるまでには時間がか

多くの財政による景気刺激策は，深刻な景気後　　かる．特に90年代期後半の国内銀行危機，

退が恐慌に発展するのを防ぎはしたが，経済成　　2008年～2009年の世界金融・財政危機，2011

長率をかつてのレベルに引き戻すまでの効果は　　年の東日本大震災といった非常時においては，

発揮しなかった．これを受けて，Ihoriぴ砿　　財政出動の意思決定・実行は十分に迅速とは行

（2003）や伊藤ほか（2010）などの研究は，近年の　　かない傾向にある．しかし政策ラグの問題は世

日本の財政乗数は大きく低下していることを報　　界共通であり，日本のケースでより深刻な問題

告している．　　　　　　　　　　　　　　　　　は，ひとたび財政支出が増加すると，経済が回

　財政政策による景気刺激効果の低下について　　復し始めてからも必要以上に長く継続する傾向

は，幾つかの異なる複数の説明・解釈がある．　　にある事である．これは1997・98年の国内金

まずPosen（1998）の指摘に加え，　Ihori∂αL　　融危機後の景気対策としての大規模な財政拡張，

（2003）でも幾分かは認めているように，景気刺　　特に小淵首相の急逝後に政権を継いだ2000年

激のための財政出動に際して，大蔵省／財務省　　代初めの森政権の時期に顕著である．このよう

は様々な会計上の策を弄して表面上の財政支出　　な必要以上の財政による景気刺激策の継続は，

額を大きく見せようとしてきた．したがって，　　1990年代末から2000年代初頭の時期の債務対

財政政策による景気刺激を行っている時期の財　　GDP比の増加の最大の要因である．

政支出の総額は誇張されており，いわゆる「真

水」の支出額はずっと少なかったという説明が　　3．2公的投資の生産性は低下したか？

ある．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．1節で述べた様々な説明に加え，多くの実

　第二に，不況が長引く中で日本の家計が将来　　証研究が近年の政府投資／政府資本の有効性が

の増税を意識して保守的になったため，財政刺　　低下していることを報告している．1990年代

激策や減税で得たお金を支出に回さなくなった　　の初めから半ばにかけて発表されたこれらの研

とする議論がある．関連する説明として，グロ　　究では，日本の社会資本は既に飽和状態にあり，
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公共部門投資の民間生産への波及効果・正の外　　　そのような道路建設の主な目的は，東京など

部性が大きく低下してしまっていると主張され　　の都市部から得られた政府収入を，高齢化や過

ている．特に地方における政府資本の過剰，政　　疎化が進む地方に再分配することにあったのは

府投資の生産性の低下が顕著であり，にもかか　　想像に難くない．これらの不必要な道路工事が

わらず政治経済学的な理由で地方に重点的に政　　無ければ，地方の多くの町や村は十分な雇用を

府投資が行われるために，集計レベルでの生産　　維持することができず，より一層の過疎化が進

性の低下が発生しているとの指摘がなされてい　　み，少数の高齢者のみが居住するゴーストタウ

る（浅子・坂本［1993］，三井・太田［1995］，吉　　ン（限界集落）となってしまっていたであろう．

野・中野［1996］，岩本・大内・竹下・別所　　しかし結局の所，日本全体で少子高齢化が急速

［1996］，）．　　　　　　　　　　　　　　　　　なスピードで進む中で，このような所得再配分

　現在時点で改めて1990年代・2000年代の政　　　の効果しか持たない政府支出は，多くの地方の

府投資の構成を検証してみると，さらに二つの　　町や村において過疎化の進行を遅らせる効果は

要因によりその効果が大きく低下していた可能　　あっても，完全に食い止める効果はなかったと

性が指摘される．第一に，民営化と財政の地方　　考えるべきだろう．

分権化の進展により，日本の地方自治体は地方　　　　この問題は東日本大震災以降，改めて議論の

における交通網（電車・バスなど），観光業，そ　　的となっている．純粋に経済的な効率性の観点

の他の以前は国有あるいは大幅に政府より助成　　からは，甚大な被害を受けた過疎地域に住む高

金を受けていた地方企業に対する政府投資の管　　齢者は，質が高い医療や社会福祉を受けられる

理を受け持つことになった．このような半民営　　都市部に移転させるほうが望ましい．その一方

化もしくは，（民営化ではなく）企業化corpora一　　で，個人，特に高齢者の効用を考えた場合には，

tizationされた公営企業の多くはガバナンスに　　自宅に帰りたい，友人や知り合いのいる地域で

問題を抱えており，結局大幅な損失を計上し，　　生活したいという彼らの願いは十分に尊重され

地方政府は最終的にその損失を埋めなければな　　るべきであろう．しかし同時に，過疎化地域を

らなくなった．　　　　　　　　　　　　　　　　　抱える自治体の首長や政治家にとって，自分の

　第二に，どのような社会資本に投資するかに　　選挙区域の人口現象を食い止めることは，彼ら

よって，長期的な生産性上昇効果には大きな違　　の政治生命にとって死活問題であり，その地域

いが生じ得る．これは，政府投資の生産性の量　　に留まりたいとする高齢者の願いに過剰に反応

的評価に関する研究の嗜矢であるAschauer　　してしまった，あるいはその種の要望を助長す

（1989）について，かなり早い時期から指摘され　　るような態度をとった可能性は否定できない．

ていた問題点である．同じ公的投資でも本当に　　結果として，地方自治体は被害を受けた社会イ

「どこにもつながらない道路」と，鉄道・高速　　ンフラの再建設や人口維持のための資金を中央

道路・空港・港湾といった社会インフラ・産業　　政府から受けとる事ができたかもしれないが，

インフラとなる社会資本では，後者の方が乗数　　果たしてそれが純粋に地域住民の厚生だけを考

効果・生産性上昇効果が大きいことは容易に想　　えてのものであったかどうかは慎重に判断しな

像される．しかし，すべてを集計して推計を行　　ければならない．

うと，後者の投資の効率性を過剰に低く見積も　　　現実問題として，国内の地域間の経済的・社

ってしまうことになる．実際1990年代以降の　　会的繁栄に大きな差が存在するような状況で，

日本においては，中央政府による投資支出は，　　純粋に経済効率性のみに基づいた政府支出を行

次第に道路の建設に集中するようになった8）．　　うことは不可能である．したがって，ある程度

そしてこれらの道路建設予算のかなりの部分が，　の非効率性は高齢化社会の副産物と割り切るし

経済的な効率性を十分に評価する事なく，地方　　かない．その一方で，少子高齢化が今後も急速

の道路の為に支出されたと考えられる．　　　　　に進んでいくことを考えれば，政府は経済的効
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図3．日本の税収構造
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Source）　日経NEEDS（年度，単位：1．000億円）．

率性と地方に居住する高齢者の厚生とのトレー　　ば，財政システムが持つビルトインスタビライ

ドオフについて，もっと明確な議論を行うとと　　ザー機能は低下したと考えられる．ビルトイン

もに，より上手にバランスを取っていかなけれ　　スタビライザー機能の低下が，政府にとっての

ばならない．　　　　　　　　　　　　　　　　　　税収の安定，ひいては突発的な財政危機の可能

4税臓の転換と，景気と税収の関係の変イヒ鷲鷺鷺㌘欝，こ㌶；こ

4．1近年の日本における税収構造の転換　　　　　による景気刺激効果の分析を行おうとするなら

　2．3節で議論したように，1990年代の始めか　　ば，考慮しておくべき要因であることは間違い

ら中盤にかけての段階的な税制改革によって日　　ない．

本の所得税の累進性は大きく低下し，「フラッ　　　図3には，1980年代以降の日本の税収構造

ト化」した．また1997年の消費税率引き上げ　　がグラフに示されている．このグラフから明ら

によって，直接税中心の間接税中心の税制への　　かなように，1980年代終わりと1997年を転換

移行の一つの大きな段階が完了し，消費税の税　　点として，税収総額に占める消費税の割合は段

収に占めると割合が大きく上昇した．　　　　　　階的に増加している．また，税収そのものにつ

　政府と大蔵省／財務省が，このように税源を　　いては，消費税収入は確かに他の税収源からの

間接税中心にシフトさせた最大のモチベーショ　　税収に比べ，かなり変動が小さいことが分かる．

ンは，少子高齢化社会の到来に向けてしていく　　さらに所得税収の変動も，近年になるにつれよ

中で，広く薄くかつ安定的な税収源を確保する　　り緩やかになっているように見受けられる．そ

ことにあったと思われる．その一方で，政府に　　の一方で税収全体については，消費税導入後の

とって税収が「安定的」であるということは，　　方がより安定的になったという明確な証拠は，

家計や企業の側の立場にたてば，景気の良し悪　　図3のグラフからだけでは見て取れない．特に

しに関わらず税負担にあまり変化がなくなるこ　　近年，法人税の税収の変動幅がより大きくなっ

と，つまり税負担がless　procyclicalになるこ　　ており，リーマン・ショック後の世界同時不況

とを意味する．つまり所得税制がフラット化し，　の局面では，法人税収が大幅に減少したことに

消費税による収入の割合が増えるにつれて，政　　伴って，結果として税収全体も大きく落ち込ん

府にとっての税収の時間を通じた変動は平準化　　でいる．また税収の変動と言っても，ここで問

するものと考えられ，もしそれが正しいとすれ　　題にしようとしているのは，産出量の変動と比
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1981－2012 標準偏差 相関NGDP 相関RGDP

名目GDP 34（％）
一 一

実質GDP 25 092
一

租税合計 71 α75 082

所得税 103 α60 0．56

法人税 15ユ α48 0．70

社会保障費の家計負担 ＆3 072 0．62

社会保障費の民間負担 3．8 α84 0．68

租税＋社会保障費 4．9 0．85 085

1989－2012 標準偏差 相関NGDP 相関RGDP

名目GDP 3．0（％）
｝ 　

実質GDP 2．2 0．89
　

租税合計 69 0．65 α78

所得税 11．2 0．58 058

法人税 16ユ 0．38 069

消費税 37 035 010

社会保障費の家計負担 40 067 0．58

社会保障費の民間負担 35 α83 0．66

租税＋社会保障費 45 077 0．81

　　　　　表2．経済成長率と税収の伸び率の相関　　　　　　　　　（10．3％→11．2％と15．1％一→16．1％）が目に

　　　全サンプルと消費税導入後のサブサンプルの比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つく．しかし，税収全体の標準偏差はそれ
年度データ．「相関NGDP」は名目GDP成長率との，「相関RGDP」

§議謬鷹熟綴魍編野鴎驚峯鶴靱8嚢それ71％と69％であり・二つのサ・プ
劉鉾調者魔讃竃の騨駕」乳5ぷ薯ま雛誌　ノレで変動の大きさに明確な違いは見られな

日経NEEDS・　　　　　　　　　　　　　　　　　い．次にGDPとの相関係数を見ると，租
　　　　　　　（1）全サンプル：1981－2012
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税合計額と法人税収についてはサブサンプ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ルの方が低い（名目GDPで0．75→0．65と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．48→0．38）一方，所得税額については両期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間で明確な差はない．また導入後のサブサ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンプルにおける消費税の名目GDPとの相

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関はα35であり，他のどの税収の項目と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　比べても低い．したがって，全体としては

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税収と景気循環との相関が弱まっていると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　言えそうである．

　　　　（2）消費税導入後のサブサンプ，レ：198g．2012　　　　　　また社会保障負担も，民間部門による公

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的支出の費用負担の一部であるので，広い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意味では民間部門にとって税と同じ意味合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いを持つ．そこで表2の一番下の3つの行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　には，社会保障負担についても成長率の標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　準偏差とGDPとの相関係数の値が報告さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れている．まず「社会保障費の家計負担」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　について見ると，標準偏差は全サンプルで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8．3％，サブサンプルで39％と，サブサン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プルの方が低くなっているが，これは80

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年代前半に大きく社会保障費負担が伸びて

N・t・）消費税のデータは，導入された年と極端に変動率が大きか・た　　いることに起因している．また名目GDP

　　　塁；：鶯壇憩1㌔謬嶽㌫㌘論跳　との相関徽は，・72から・67一と粁
　　　は大きな違いはなか・た・また・社会保障費のデータは・国民　　ではあるが低下している．雇主の側の負担

　　　罐灘㌫叢蒜禦㌘元慧灘芸　も加えた「社会保麟の民間負担」では，

　　　データで計算を行・た・　　　　　　　　　　　　差はさほど大きくないが同じ傾向がみられ

較した場合の税収の振れの大きさと相関性の高　　る．最後に租税負担と社会保障の民間負担の合

さであり，したがって図3のように税収額その　　計額をみると，標準偏差は49％から4．5％へ

ものの動きを見るだけでは十分ではない．　　　　わずかながら減少し，名目GDPの成長率との

　そこでより客観的に検証するために，表2に　　相関は0．85から0．77へと低下している．した

は年度ごとの経済成長率と税収の成長率の相関　　がって税だけの場合と同じく，税・社会保障を

係数を，全サンプル（1981－2012年）と消費税導　　合計した民間部門の負担についても，景気との

入後のサブサンプル（1989－2012年）について報　　相関は消費税導入以後小さくなっているといえ

告している．まず各変数の標準偏差について比　　る．

較すると，サブサンプルにおいてインフレ率の

絶対値および変動の低下を反映して名目GDP　　4．2予期されていなかった景気変動と税収の

の値が下がっていること（3．4％→3．0％）と，所　　 関係

得税収と法人税収の値が上昇していること　　　分析の最後として，Asako，　lto，　and　Sakamo一
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　　　表3・予測されなかった景気の変化と税収のサプライズの関係　　　にインフレ率のイノベーション係数

税収。サブ。イ。。，鐘㌫灘欝㌶麓鴛⊆。回帰　であ・・とγ　鮒けカ・わ・．

　（1）　名目GDP：D勿7冶X（の＝α＋βDMVGDP（’）＋ε（の

（2）実質GDP：鋤田Xω＝α＋β鋤RGDP（D＋γDi”㎜（り＋ε（D　　このような推計の結果を報告した

　変数の定義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のが表3である．結果を見ると，説
　D初π4X（り：租税収入（実績）一租税収入（予算）
　鋤MDDP（，）：名目GDP実績＿政府名目GDP予測　　　　　　　明変数が名目GDPであるか実質

　鋤RGDPω：実質GDP実績一政府実質GDP予測　　　　　　　GDPであるかに関わらず，βの推
　鋤1皿ω：インフレ率実績　政府インフレ率予測（GDPデフレーター）　計イ直は約20とプラスの値で，なお
　カッコ内はWhiteの不均一分散に関して頑強な標準誤差．⇔’は1％，零は5％，†は
10％水準で，それぞれ係数が統計的に有意にゼ。と異なることを示している，。ψR・かつ1％水準で統計的に有意である．

は修正決定係数’D・w・はダービンワトソン比である’　　　　　　　　　またβD皿は両方とも約マイナス1．2

　　　　　　　　　　　　（1）名目GDP　（2）実質GDP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で，10％水準で統計的に有意であ
　　　　　　　　α1．828°1．731†
　　　　　　　　　　　　　［0．755］　　　［0．g40コ　　　　　　る．サンプル期間が大きく異なるの

　　　　　　　α〃σM　　　－oo59　　　　α267　　　　　　　で直接の比較はできないが，　Asako，

　　　　　　　　β　［；：lll；　［｛：；；；　　1…nd　S・k・m…（1991）で報告・れ

　　　　　　　　　　　　　［o．574］　　　［0．614］　　　　　ている名目GDPのβの推計値は

　　　　　　　β〃σ”　　　一ユ・188†　　－1・243†　　　　　　2．1カ・ら2．2，実質GDPのβの推計

　　　　　　　　，　［0．620］　⑫　　 値は約1・であ・，表・の推計結果

　　　　　　　　　　　　　　一　　　　〔L188］　　　　　　とあまり異なっていない．確かに

　　　　　　　γP〃M　　　　－　　　－10⑫o　　　　　　βD服の有意水準は10％に留まって
　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　［1．330］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いるが，比較的大きなマイナスの値
　　　　　　　α功∫～2　　　　　　　　　　0，37　　　　　　　　　　　0，33

　　　　　　　D．W．　　　1．79　　　　1．71　　　　　　を取っており，全体としては消費税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　導入後の税収のprociclicalityが低

to（1991）での議論に従い，税収予測と事後的な　　下したという仮説をサポートする結果が得られ

実績の差を，予算作成時には予測されていなか　　ている．最後にインフレ率の係数については，

った景気変動に回帰した式を推計する．ここで　　γの有意水準は10％である一方，γD皿は統計

の興味は消費税導入の前後で，被説明変数（税　　的に有意ではないので，インフレ率の予期され

収のイノベーション：D勿7》4X）の説明変数　　ない上昇は名目の税収を増やすということはか

（GDPのイノベーション：D勿∧℃DP）の変動に　　ろうじて言えるが，消費税導入前後で反応に大

対する反応の度合いが低下したかどうかを見る　　きな違いが発生しているかどうかについては明

ことにある．したがって名目GDPのサプライ　　確なことは言えない．

ズのみを説明変数とした場合には・A・ak・lt。　　　5．おわり1、
and　Sakamotoでの定式化にダミーを加えた，

以下のような式を推計する：　　　　　　　　　　本稿では1990年代以降の「失われた20年」

　　Z）初7且X（オ）＝α＋αD皿・D［朋4　　　　　　　における日本の財政政策と税制の変遷を，特に

　　　＋β0勿炬DP佐）　　　　　　　　　　　　90年代中盤の税制の構造転換の重要性を強調

　　　＋βDσM・DσM・D励VGD二P（’）＋ε（r）　　　しながら振り返った．この構造転換により所得

ここでのダミー変数DLMは，消費税導入後　　税体系がフラット化し，同時に税収に占める割

の1989年以降には1，それ以前は0を取るも　　合が直接税から間接税へと大きくシフトした結

のとする．一方，実質GDP（Z）‘〃1マGDP）とGDP　　果，税収全体の変動は小さくなり，経済成長率

デフレーターで測ったインフレ率（D勿刀VF乙）　　との相関も低下したことを示唆する実証結果が

を説明変数とした定式化では，βとβD皿は実　　示された．したがって1990年代前後に財政の

質GDPのイノベーションの係数であり，これ　　ビルトインスタビライザー機能が低下した可能
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性が高く，「失われた20年間」における日本の　　　同論文における筆者のインプットに対しての，二人の

マ・・財政政策の効果・的確に評価し・う・す　魏讐㌫講撃議蒜麟震酬
るならば，この点を考慮に入れて分析を行う必　　　ントおよび，塩路悦朗氏をはじめとするその他の出席

要があると考えられる．　　　　　　　　　　　　者のコメントにも深く感謝したい．

本論文の主要な・・セージは・無条件に財政　か蕊胃留鷲㌶鐵羅゜犠§麟

緊縮策に固執することで景気悪化に拍車をかけ　　　策形成の過程における失敗という視点から考察した手

て，かえって長期的な財政状態の悪化を招く愚　　　際のよいまとめである・ただし・個々の政策の妥当

・繰・返すべ・ではないという・のであ・．し　歴慧駕課黙認監、口の判断がす

かしながら，あまり深刻でない通常の景気後退　　　　2）日本の経済政策運営のク・ノ・ジーとしては小

期における景気対策としての財政支出の有効性　　　峰編（2011ab）があり・本書における細かい事実認識

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もこれに依拠する部分が多数ある．また，財政に特化
や・アベノミクスの一部としての財政拡張策の　　　した分析のまとめとしては，本稿の関心に比べると，

正当性を強く主張しようという意図はない．財　　　ミク・分析・地方財政の分析にかなり大きく比重が置

政政策運営の大前提・して・・本政府は今後・　か；て㌫。翻璽饗㌫る自、15－64歳，。対

財政再建路線を堅持するべきである．しかしそ　　　する（14歳以下＋65歳以上）の人口の比率．

れと同時に，どうしても財政政策を発動する必　　　　4）Fukao（2012）の計算によれば・日本の政府純債

要があ・・イ・・グをどの・うに判断す・か・　聯ξ票㍑㌦㌫畿三鷲。言麗

その場合，どのような財政支出項目に優先して　　　先進諸国よりは高い値になっている．そして，近い将

支出するべきか，といった点については，先行　　　来消費税が10％に引き上げられるが・それ以外の財
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政再建策が行われなかったという前提の下では，日本
研究のレビュー’再検討を含めて・いま一度　　　の純債務対GDP比は2020年には200％｛こ，2038年

「失われた20年」における政策運営のあり方を　　　には300％にまで上昇するとしている．似たような前

注意深く検証する作業が必要である．　　　　　　　提のもとで・Braun孤d　Joines（2012）は日本の純債務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対GDP比は2012年に150％に達し，2030年代には
　本稿の独自性の高い貢献は第4節における，　　　350％に達するとしている．

ビルトインスタビライザー機能の低下傾向に関　　　　5）Fukao（2012）は，増税だけによって政府の純債

す・分析であ・が・・の点については微・・　竃ご顯上篇講禦隠ξ織｝纏墓；’

徹底した分析を行う必要がある・第一に・　　　るとしている．Braun　and　Joines（2012）も，21世紀後

Asako，　Ito，　and　Sakamoto（1991）の分析でカバ　　　半には消費税率が53％まで上昇する必要があるとし

一
・れている197・年代のデータ・・まで遡・て・　て；；るこ。で。酬、。、、較。ため，縮務ではな、

より長期的な分析を行うことが可能である．ま　　　より計算が簡単なグ・スの政府債務対GDP上ヒの数字

た「失われた20年」における政府の景気見通　　　を用いている・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）輸入の対GDP比率は1990年に92％，2000年
しの妥当性・および政府が公表された経済見通　　　に9．7％，2007年に164％であった．リ＿マン．シ．

しにおいては意図的に楽観的な立場をとり続け　　　ック後はいったん落ち込むが，2012年には17．1％に

た可能性については既に分析がなされており　　回復している・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）　Hoshi　and　Kashyap（2013）は，　Doi　and　Ihori
（例えば北坂2009）・これらの成果を取り入れ　　　（2∞9）の分析に基づいた推計を行い，日本の政府投資

たより周到な分析の展開については今後の研究　　　のシェアのかなりの部分が，最も生産性の低い分野に

課題としたい．　　　　　　　　　　　　　　　　対して行われたと主張している・
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